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後期高齢 2割負担の「配慮措置」について（重要） 
 

令和 4 年 10 月に見直された後期高齢者医療（以下、65 歳以上 75 歳未満で一定の障害があり

認定を受けた方を含みます）の 2 割負担は、厚生労働省の下記 Web サイトで説明されているよ

うに、利用者様の負担増加額が 3,000 円を超える場合は、「配慮措置」が 3 年間適用されます。 

この資料は「配慮措置」対象となった利用者様について、ファーストケアでの操作方法をご案内

いたします。 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpa

ge_21060.html 

『厚生労働省 ホーム > 政策について > 分野別の政策一覧 > 健康・医療 > 医療保険 > 後期高

齢者の窓口負担割合の変更等（令和３年法律改正について）』に添付されている『医療機関等職員

向けリーフレット（令和 4 年 9 月版）』をご確認ください。『計算事例集』も添付されています。 

 

「配慮措置」は高額療養費の現物支給のしくみを使い、運用されます。そのため、ファーストケ

アにおきましても高額療養費の現物支給同様の操作をおこないます。 

 

*** ご注意ください *** 

配慮措置の対象や、都道府県や市区町村独自の公費の扱い、都道府県内利用者と都道府県外利用

者で様式４訪問看護療養費明細書の記載が異なるなど、保険者により独自ルールがあります。管

轄都道府県の国保連や市区町村の案内等を必ずご確認ください。 

 

■「配慮措置」操作の概要 

 操作の概要は以下になります。 

① 後期高齢者で 2 割負担のご利用者様が「配慮措置」の対象となるか窓口負担額を確認しま

す。 

 ②「配慮措置」対象の場合は《実績管理》〈月間個人予定（実績）〉画面左下の［明細］ボタンを

クリックし、療養費明細書情報画面右下の「一部負担金」に「配慮措置」適用後の利用者負

担額を設定します。 

 ③利用者請求書の金額が「配慮措置」適用後の利用者負担額になるよう、保険外サービスを使

い利用者請求額を変更します。 

■「配慮措置」操作の詳細 

 ①後期高齢者で 2 割負担のご利用者様が「配慮措置」の対象となるか窓口負担額を確認します。 

 

  

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000981143.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000981142.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000981142.pdf
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  窓口負担上限額＝6,000 円 + (医療費総額 - 30,000 円) x 0.1 を計算し、「18,000 円」

と比較して低い額が利用者様の窓口負担になります。 

 

【例】 

  医療費総額 133,690 円（75 歳のお誕生月ではなく、公費は何もお持ちでない場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 自己負担限度額 6,000 円 + (133,690 円 – 30,000 円) x 0.1 = 16,369 円 

 18,000 円より低いため配慮措置適用となり、16,369 円が窓口負担額になります。 

 

 ※ファーストケアは窓口負担額を確認するための参考資料として、上記計算式に基づき後期高

齢2割負担のご利用者様の窓口負担上限額を一覧出力します（10月中旬頃にリリース予定）。 

  75 歳到達月は計算値と比較する金額が「9,000 円」になる、制度ごとに窓口負担上限が決

まっている特定給付対象療養・特定疾病給付対象療養・マル長については「配慮措置」を適

用しない、保険者で独自ルールがあるなど一様に判断できないため、参考資料をご確認いた

だき、最終的な「配慮措置」の判定と窓口負担額は事業所様でご判断ください。 

  参考資料については当資料の最後でご案内します。 

 

 ②「配慮措置」対象の場合は《実績管理》〈月間個人予定（実績）〉画面左下の［明細］ボタンを

クリックし、療養費明細書情報画面右下の「一部負担金」に「配慮措置」適用後の利用者負

担額を設定します。様式４訪問看護療養費明細書の負担金額に 1 円単位で記載するため、「一

部負担金」は 1 円単位で入力します。 

  上記【例】の設定はつぎのようになります。 

   「配慮措置」とは無関係ですが、後期高齢一般の場合は「特記」の記載も変わります。 

   9 月から 10 月へスケジュールを複写すると、所得区分が「一般」の方は「29 区エ」が選

択されています。「29 区エ」のチェックを外し、「41 区カ」または「42 区キ」をチェッ

クします。 令和 4 年 10 月以降、2 割の方は「41 区カ」、1 割の方は「42 区キ」にな

ります。 

106,952 円 ×0.8 

高額療養費（配慮措置） 
133,690 円 

26,738 円 

10,369 円 

13,369円+3,000円=16,369円 

自己負担限度額 

×0.2 
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   【療養費明細書情報の入力例】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,000 円 + (133,690 円 – 30,000 円) x 0.1 = 16,369 円 < 18,000 円 
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 ③利用者請求書の金額が「配慮措置」適用後の利用者負担額になるよう、保険外サービスを使

い利用者請求額を調整します。 

  前述の例を使い、説明します。 

  ・《実績管理》〈月間個人実績〉画面で「保険外」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・高額療養費の現物支給用に登録した保険外サービス（ここでは「自己負担限度額調整金」）

を選択し、料金は②で計算した利用者負担額になるよう「配慮措置」額をマイナスで入力

します。カレンダーの日付は月末もしくは当該月の最終ご利用日を選択します。 

   「自己負担限度額調整金」等保険外サービスの登録がない場合はヘルプデスクへお問い合 

わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者負担額（2 割）－ 配慮措置適用後利用者負担額 ＝ 料金（調整金額） 

26,740 円 - 16,369 円 = 10,371 円 
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  ・《請求管理》〈利用者請求〉画面で利用者請求書・領収書を出力し、ご確認ください。 
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④配慮措置の対象となる可能性のある方を「配慮措置参考資料」にて出力します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 帳票下部の説明を、ご確認ください。 

 高額療養費の現物支給用に登録した保険外サービス（ここでは「自己負担限度額調整金」）で入 

力する調整額の参考値を説明しています。 

 特に、「>18,000 円」列、「75 歳到達月」列に「★要確認」と記載のある方、「公費の法令番号」 

が記載されている方は、配慮措置の対象となるか、配慮措置後の自己負担額がいくらかご確認

が必要です。 

 

＜お問い合わせ＞ 

■ヘルプデスク：ご契約時にお知らせした電話番号までお問合せください。 

（電話受付：弊社営業日 10:00～12:00、13:00～17:00 土日祝祭日除く） 

《請求管理》〈医療保険請求〉画面で請求対象

を登録後、[配慮措置参考出力]をクリックし

ます。 

後期高齢 2 割負担で「医療費総額」が

30,000 円以上のご利用者様を一覧表示し

ます。（「医療費総額」が 30,000 円未満のご

利用者様は、2 割の金額で請求するため一覧

には出力しません。） 

 


